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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規約は、多賀町多賀区に属する区民の福祉と文化的発展を促進して生活の向上を図り、

住みよい生活環境を作るため、共同社会における責任を明確にすることを目的とする。 

（事務所の位置） 

第２条 多賀区の諸活動の中心となる事務所は、多賀福祉会館とし次の地番に定める。 

(１) 犬上郡多賀町大字多賀１４３８番地１ 

（区民） 

第３条 多賀区（以下「当区」という。）は、大字多賀の住所地番を有する者の内、特別字費を納入

した世帯（分割納入中の世帯も含む）で、毎月の区費を納入している世帯を構成する者（区費の

免除者を含む。）またはその他定められた区域に居住する者及びそれら区域内の事業者の地縁に

基づいて組織する。 

（個人情報保護の取扱い） 

第４条 当区が事業を推進するため必要とする個人情報の取得、利用、提供及び管理については、法

に準じて適正に運用するものとする。 

（事業） 

第５条 当区は第１条の目的達成のため、次の事業を行う。 

(１) 区民の生活環境の維持と改善に関わる渉外に関すること。  

(２) 区民の福利厚生に関すること。 

(３) 各種の催しを通じて区民相互の親睦を図り、世代を超えた交流の推進に関すること。 

(４) 当区の諸団体の育成と推進活動に関すること。 

(５) 当区の交通安全・防犯・防災・自主防災組織の設置及び活動に関すること。 

(６) 行政情報の活用及び行政関係機関との渉外に関すること。 

(７) 各小字との情報交換、他の区との交流に関すること。 

(８) その他区民の利益を守り、目的達成に必要なこと。 

（権利と義務） 

第６条 区民は、次に定める平等の権利と義務を有し、その権利と義務を自覚して、目的達成に努め

なければならない。 

(１) 規約及び諸規則に従って当区の諸問題に関与する権利 

(２) 各役員を選出、解任またはこれに就任する権利 

(３) 区の保存する文章、諸資料の閲覧の権利 

(４) 区費を納入する義務 

(５) 当区の規約や規則、細則及びそれらの決定事項の遵守の義務 

(６) 当区及び当区の諸団体が開催する活動に自発的に参加し協力する義務 

(７) その他、当区の財産に関する権利を除く権利と義務に関すること。 

第２章 役員 

（役員及び定数） 

第７条 当区に次の役員を置く。 

(１) 区 長  １名 

(２) 副区長  １名 

(３) 会 計  １名 

(４) 協議員 １7名 

２ 区長、副区長、会計を区三役という。 
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３ 区三役が協議員の内から委嘱されたときは、協議員を兼務するものとする。 

（役員選出） 

第８条 役員は、別に定める多賀区役員選挙規則により選出する。 

（区の年度） 

第９条 当区の年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

（役員の任期） 

第１０条  役員の任期は、次のとおりとする。 

(１) 区長   １年 

(２) 副区長  １年 

(３) 会計   １年 

(４) 協議員  ２年 

２ 前項の役員については再任を妨げない。 

３ 役員に欠員が生じたときは、速やかに補充しなければならない。ただし、その任期は前任者の残

任期間とする。 

（三役の職務） 

第１１条  多賀区三役の職務は次による。 

２ 区長は当区を代表し、業務を統括する。 

(１) 区長は当区が所有する不動産を売買する場合に、当区の代表として、区長名義での売買契約が

できる。 

３ 副区長は区長を補佐し、次の職務を行う。 

(１) 区長に事故あるときはその職務を代行する。 

(２) 事業状況をよく理解し、積極的に補佐を行い、区長に係る負担の軽減に努める。 

(３) 副区長は、公民館館長を兼務する。 

４ 会計は、適正な会計管理を行うために次の職務を担う。 

(１) 区費の徴収業務 

(２) 預金通帳等の更新や名義変更等を行い管理する。 

(３) 各種使用料等や出納に伴う小口現金の管理 

(４) 出納と予算執行状況の把握（多賀区諸団体補助金の出納管理を含む。） 

(５) 会計を受けて会計報告書をまとめ、協議員会及び総代会に出席しその内容を報告する。 

(６) 次年度の予算案作成に当たってはこれに協力する。 

（区役員の職務及び役職就任） 

第１２条  協議員は、区の運営に参画し区長の諮問に応ずる。 

２ 区三役と協議員は次に定める役職に就任する。 

(１) 協議員会長                    １名 

(２) 協議員副会長                  ２名 

(３) 青少年育成町民会議代議員      1名 

(４) 防犯・防災担当                ３名(区三役が兼務) 

(５) 土木担当                      １名(区長が兼務) 

(６) 人権問題啓発推進員            4名 

(７) 墓地委員                      6名 

(８) 交通安全推進委員              5名(協議員副会長＋3名) 

   (９)会計監査                      ２名(兼務) 

３ 区長は、必要に応じて前項の役職を追加変更（削減を含む）ができる。 

４ 区長は、必要に応じて第２項の定員を追加変更（削減を含む）ができる。 

 

（三役の資格の喪失および解任） 
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第１３条 三役は次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、協議員会の決議により資格の喪失お

よび解任することが出来る。 

  （１）多賀区より転出した場合その資格を喪失する。ただし、本人の申し出により転出先において

も職務を適正に遂行できると、協議員会で決議された場合はこの限りでは無い。 

  （２）この規約その他の規約に違反したとき解任できる。 

  （３）多賀区の名誉を毀損し、又は目的に反する行為をしたとき解任できる。 

 ２ 上記１号から３号において、資格の喪失および解任された場合、多賀区役員等の報酬および事務 

手当に関する内規に定める報酬等について、既に支出された報酬について返還は求めないが、それ 

以降の報酬は支出しない。 

 ３ 資格の喪失および解任において、欠員が生じた場合大字多賀区規約第１９条に基づきすみやかに

補充し、区民に周知しなければならない。 

（事前召集） 

第１４条 次期区長は、自身の任期が始まるまでに当該年度の役員等を招集し、役割分担を決めるもの

とする。 

第３章 水利委員・自警団・公民館・林業組合 

（委嘱統括） 

第１５条 区長は、次の委員及び団体を委嘱、統括する。 

(１) 農業組合長が推薦する水利委員３名を委嘱する。 

(２) 自警団を統括する。 

(３) 公民館を統括する。 

(４) 林業組合長を委嘱する。 

第４章 協議員及び協議員会 

（協議員の資格要件） 

第１６条 協議員会は多賀区の最高議決機関であることを鑑み、協議員は次の要件を具備する者を選出

するよう努めるものとする。 

(１) 良識を持ち篤実で円満であること。 

(２) 原則として選出年度の４月１日現在で、年齢満２５歳以上の者であること。 

(３) 区の運営を理解して企画立案に参画し、その実行に協力できる者であること。 

（協議員の選出） 

第１７条 協議員は、全１７小字から各１名を１月末日までに選出し、区長まで届け出るものとする。 

２ 任期は、２年として、１年目と２年目の委員が約半数に近くなるように努めることとする。 

（正副協議員会長の選出） 

第１８条 協議員会を開催し当該協議員の内から正副協議員会長を選出する。 

２ 正副協議員会長の選出方法は、１７小字を、上・中・下の３地区に区割りして、各ブロックより

１名の代表を選出し、その３名の中で協議員会長１名、副会長２名を選出する。 

３ 地区割については、次の通りとする。 

(１) 上地区 ７小字 車戸町・若宮町・北小路町・仲之町・真如房町・向山上町・向山下町 

(２) 中地区 ５小路 本町・下之町・桜町・柏葉町・新町 

(３) 下地区 ５小路 寿町・四津屋町・谷田町・岡山町・柳町 

（区役員に事故あるとき） 

第１９条 区長または副区長の任期中に事故あるときは、協議員会長または副会長のいずれか、または

いずれもが区長または副区長になる。 

２ 前項の事案により協議員が欠員になった区域は速やかに補充する。 
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３ 会計に事故あるとき、区長は協議員会に諮り協議員の中から補充する。 

４ 補充した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（協議員の免責） 

第２０条 区長を務めたものは、区長任期満了から５年間は協議員の職を免じる。 

第５章 会議 

（会議の種類） 

第２１条 当区に、次の会議を設ける。 

(１) 協議員会 

(２) 五役会議（区三役と正副協議会長） 

(３) 合同会議（協議員と総代） 

(４) 臨時の協議員会及び臨時の総代会 

（協議員会及び議長） 

第２２条 協議員会は当区の最高議決機関であり、三役及び協議員で構成し、概ね月一回の開催とす

る。このときの議長には、区長が就任する。 

２ 区長は、臨時の協議員会の開催が必要と認めたきは、協議員定数の半数以上の出席をもって開催

することができる。 

３ 区長は、協議員の過半数から会議の目的たる協議事項を示して協議員会の開催要請があったとき

は、その請求のあった日から１０日以内に協議員会を招集しなければならない。このときの議長

は、協議員会長が就任する。 

（協議員会の議決事項） 

第２３条 区長は協議員会を開催し、次の事項を附議する。 

(１) 事業計画および事業報告 

(２) 収支予算および決算 

(３) 規約及び規則等の改廃事項 

(４) 次期の区長及び副区長の選出と承認（選出不可能の場合は、多賀区役員選挙規則に基づく） 

(５) 諸般の報告事項 

(６) その他重要事項（議決に３分の２を要する案件） 

２ 区長は、年度途中に於いて承認された事業計画及び収支予算に大幅な変更する必要が生じたとき

は、協議員会に諮り承認を得なければならない。 

３ 第１項第１号・第２号・第５号の議決は協議員定数の過半数をもって決し、可否同数の時は議長

の決するところによる。ただし、第1項第３号・第４号・第６号の並びに第2項の議決には、３

分の２をもって決し、可否同数の時は議長の決するところによる。 

（五役会） 

第２４条 区長は、協議員会に提出する諸議案の進行を円滑に行うため、五役会を開催することができ

る。 

２ 五役会は、正副区長、会計、正副協議員会長の6名で構成する。 

（議事録） 

第２５条 区長は、協議員会において議決された重要な決議事項は記録するものとし、開会時において

出席協議員より２人以上の議事録署名人を指名する 

２ 議事録署名人は作成された議事録に署名押印する。 
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第６章 行事への関与 

（行事の管理） 

第２６条 三役は、次の行事及び管理に関与することができる。 

(１) 氏子及び祭礼、祭儀等の行事に関すること。 

(２) 赤坂及び岡山墓地に関すること。 

第７章 会計 

（会計年度） 

第２７条 当区の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

（予算） 

第２８条 次期区長は次年度の事業計画案及び予算案の作成するにあたり、次期副区長及び次期会計と

共同で立案することができる。この場合において、次期区長は前任者の三役に助言を求めることがで

きる。 

２ 事業計画案及び予算案は会計年度当初の協議員会で議決承認を得なければならない。 

３ 区長は年度開始後において前項の予算案が議決承認される日までは、前年度の予算を基準として

収入支出をすることができる。 

（徴収賦課の種類と賦課の徴収方法） 

第２９条 当区の運営経費は、区費・事業所字費・その他の賦課によって賄う。 

２ 賦課徴収の種類及びその徴収額は、１世帯または１事業所当たり次のとおりとする。 

(１) 区費     １,500円／月 

(２) 事業所字費  毎年協議員会で定める。 

(３) その他    都度協議員会で定める。 

３ 賦課の徴収額を変更するに至ったときは、協議員会に諮り定める。ただし、事業所字費は事業所

字費徴収細則を基に協議員会において定める。 

（区費の返還） 

第３０条 前条第２項第１号に定める区費は、協議員会の議決を得たうえで、必要に応じて還付でき

る。 

（特別字費） 

第３１条 新たに区民となる者または必要と認める者に対し、財産に関する権利を与えることを目的

に、特別字費を徴収することができる。 

２ 前項の特別字費は、多賀区特別基金として積み立てるものとし、過誤納付以外のいかなる場合も

返還しない。 

（特別字費の額） 

第３２条 前条第１項に定める特別字費の額及び納付者は次のとおりとする。 

(１) 戸建住居の場合は、60,000円とし世帯主が納める。 

(２) 区民が経営する集合住宅の場合は、１所有者当たり60,000円とし、所有者または管理人が

納める。 

(３) 借家の場合は、当区での永住を希望する場合に限り60,000円を世帯主が納める。 

(４) その他特別な場合は、その都度協議員会で定める。 

（納付回数） 

第３３条 前条に定める特別字費は一括納付を基本とし、納付者が分割納入を申し出た場合に限り連続

した6回（６年間）に分納できる。 
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（納付時期） 

第３４条 当区が定める区費及び第３条に定める特別字費の納付は次による。 

(１) 区費の納付は毎月２５日までに納入するものとする。 

(２) 特別字費を一括納入するときは、区会計に遅延なく納入する。 

(３) 特別字費は分割納入が承認された日の属する月から、以後毎月２５日までに区会計に納入す

るものとする。 

（特別支出） 

第３５条 特別支出については、協議員会の議決を得なければならない。 

（特別会計） 

第３６条 当区は一般会計の他に特別会計をつくることができる。 

（財産の取得、処分等） 

第３７条 区有財産の取得、処分及び特別基金、特別積立金の一般会計への繰り出しについては、協議

員定数の3分の2以上の議決を得て行うことができる。 

（会計報告） 

第３８条 会計は、毎月の収支報告書を翌月の末日までに作成し区長に提出しなければならない。 

２ 当該年度の収支報告書は、区民がいつでも閲覧できるように整理しなければならない。 

３ 会計は会計監査の日程を鑑み、新年度の４月１０日までに資料作成をしなければならない 

第８章 会計監査 

（監査員の選出） 

第３９条 会計監査員は定員２名とし、年度初めの協議員会で選出され、会計年度月の翌月の１５日ま

でを任期とする。 

（会計監査） 

第４０条 会計監査員は当区の収入、支出状況を記載した帳簿及び預金証書、領収証綴りの提出を求め

監査を行うものとする。 

（監査報告） 

第４１条 会計監査員は監査の顛末を三役に報告しなければならない。 

２ 会計監査員は、当区の収入支出に改善を求めるときは、適切な対処方法を述べなければならな

い。 

第９章 慶弔見舞 

（慶弔見舞） 

第４２条 当区の慶弔見舞に関する事項は別に定める。 

第１０章 その他 

（規約・規則・細則等の制定） 

第４３条 当区の運営に必要な規約及び規則・細則等は協議員会に諮り、協議員定数の３分の２以上の

同意により、別に定めることができる。 

２ 区長は、新たに第１項の規約等を定めたときは各小字総代に報告しなければならない。 

（定め無きことへの対応） 

第４４条 区長はこの規則に定めるもののほか、必要な事項について協議員会に諮り、協議員定数の３

分の２以上の同意により定めるものとする。 
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（改廃） 

第４５条 区長はこの規則を改正もしくは廃止しようとするときは、協議員会において協議員定数の３

分の２以上の同意を得て行うことができる。 

 

付 則 

 この規約は、昭和４０年４月１日より施行する。 

 この規約は、昭和５９年１０月１日一部改正 

 この規約は、平成２年１月２７日一部改正 

 この規約は、平成１４年１１月１４日一部改正 

 この規約は、平成１６年２月１４日一部改正 

 この規約は、平成１７年１２月１日一部改正 

 この規約は、平成２２年３月５日一部改正 

 この規約は、平成２２年５月２０日一部改正 

 この規約は、平成２５年４月１日一部改正 

 この規約は、平成２６年４月１日一部改正 

 この規約は、平成３０年３月８日一部改正 

 この規約は、平成３１年４月１日一部改正 

 この規約は、令和２年１２月１１日一部改正 

 この規約は、令和４年４月１日一部改正 

 この規約は、令和６年９月１５日一部改正 

 


